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研究成果の概要：住生活基本計画における地域再生の課題は，「国民の価値観・ライフスタイル・

家族形態の多様化」にもとづく「国民の居住ニーズの多様化・高度化」に対応することである。

しかし，これに対応した住教育・住まい学習研究は蓄積されていない。なかでも「シングル居

住」「自立した高齢者」の住まい方をふまえた学習プログラムの開発は遅れている。これまでの

地域性を生かした住教育・住まい学習研究に，ライフスタイルの多様化への対応の視点を加え

て，ライフスタイルをデザインする力（だれとどこにどのように住まうか）を軸とする住生活

力育成のための市民参加型学習プログラムを構想・実践した。 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2006年度 900,000 0 900,000 

2007年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

2008年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度    

  年度    

総 計 2,900,000 600,000 3,500,000 
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キーワード：住生活力 ライフスタイル 地域再生 居住政策 シングル 郊外住宅地  

住教育 住情報 

 

１．研究開始当初の背景 
各地で住教育・住まい学習が展開され，議
論も深まってきた。地域性を生かした住教育
や住まい学習が求められている時代状況は，
(1)住宅建設計画を柱とする戦後の日本の住
宅政策は，転換し，住民参加が不可欠になっ
てきた。(2)サスティナブルな社会を指向す
る動きが活発になり，地域の気候や風土に根
ざした住まいや住まい方が見なおされてい

る。生活観の転換が起こっている。(3)「総
合的な学習の時間」が導入され，学校教育も
地域との連携を進め，専門家や地域住民と連
携して多様な住まい学習を展開し，事例が蓄
積されてきた，などである。 
 こうしたなかで，筆者らの住教育・住まい
学習研究も進み，(社)住宅総合研究財団の助
成を受けて，『地域の住まい学習』（ドメス出
版社）を上梓した。 
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 しかし，新しい住生活基本計画における地
域再生の最大課題は，「国民の価値観・ライ
フスタイル・家族形態の多様化」にもとづく
「国民の居住ニーズの多様化・高度化」に対
応することである。これまでの研究のなかで，
地域特性の見なおしや地域住民の主体的参
加の手だて研究は一定の効果を上げたが，国
民の価値観・ライフスタイル・家族形態の多
様化にもとづく国民の居住ニーズの多様
化・高度化に対応する住まい学習は，残され
た課題となっている。 
 
２．研究の目的 
この研究の目的は, これまでの地域性を
生かした住教育に，ライフスタイルの多様化
への対応の視点を加えて，ライフスタイルを
デザインする力（だれと，どこに，どのよう
に住みたいか）を軸とする住生活力育成のた
めの市民参加型学習プログラムを完成する
ことである。具体的には, (1)全国の市町村
の住教育・住まい学習実践の把握と評価，(2)
多様なライフスタイルの層の居住実態と居
住ニーズをあきらかにする，ことを通して，
(3) 地域再生のための住生活力育成プログ
ラムを構想・実践して，完成することである。 
 
３．研究の方法 
 目的(1)のために，以下の２つの調査を実
施した。①全国の「住宅マスタープラン」に
地域密着型で，ワークショップなど具体的な
住教育・住まい学習活動を構想・計画してい
た自治体の住教育の進捗状況の実地調査。②
都道府県と政令市の「住生活基本計画(住宅
マスタープラン)」の調査。 
目的(2)のために，以下の２種類の調査を
実施した。①シングル女性の居住実態と居住
ニーズに関する調査，②地方都市郊外住宅地
居住者の居住実態と居住ニーズに関する調
査。この調査は，大分市の郊外住宅地形成史
と居住ニーズに関する調査，および松山市の
大規模郊外住宅地の共用施設と住環境の評
価調査とから成る。 
目的(3)のために，放送大学の協力を得て，
学習プログラムを構想，実践し，受講者によ
る事後評価を得た。 
 
４．研究成果 
(1)地方自治体における住教育・住まい学習
実践の把握と評価 
子どもから高齢者まで異世代間交流を進
め，「まちなか居住」「子育て支援」「高齢者・
福祉」「住まいの安心・安全」などに関する
住教育・住まい学習の進展は，ある程度みら
れたが，働く若・中年シングルの居住支援や
住教育や住情報の構想は脆弱であり，活動も
低調であった。福祉・セーフティネットの視
点以外で，高齢期の住生活を考える施策もあ

まりみられなかった。 
 
(2) 「住生活基本計画(住宅マスタープラ
ン)」にみる住教育・住まい学習 
ほとんどの都道府県・政令市で，少子高齢
化への対応をうたい「多様なライフスタイル
への対応」に関する項目が記載されていた。
しかし「子育て支援対応」と「高齢世帯対応」
に限定されていた。しかも高齢世帯への対応
は，福祉的な視点・セーフティネットの色合
いの濃いものであった。 
 
(3)ライフスタイルの多様化の実態  
①既存のデータから，地域的・経年的にラ
イフスタイルの多様化の実態を整理・分析し
た。単独世帯,なかでも,若・中年シングルの
住宅事情・居住実態については,現在の日本
の「国勢調査」「住宅(土地)統計調査」「住宅
需要実態調査」「消費実態調査」「家計調査」
などでは,実態をじゅうぶんにあきらかにす
ることはできなかった。しかし，①若年・中
年の単身女性はかなり多く，とくに都市部で
多い，②若年単身女性の住居費の支出割合は
高い，③単身女性と単身男性とでは住宅所有
形態が異なり女性は男性より若い年代から
持ち家世帯率が上がりはじめる，④これらの
傾向は都市別にも違いがみられ，福岡市は若
年シングルの借家層の多い都市である，こと
があきらかになった。 
②大分市郊外住宅地形成史(図１参照)か
ら，さらに高齢者が増加すると予測される郊
外住宅地が，今後とも活力ある生活地域とし
て存続していくためには，多くの解明される
べき研究課題が存在することがあきらかに
なった。 

図１ 大分市の町丁別高齢化率(2005)と住宅団地の位置 

総務省統計局統計GISプラザ，『大分市内住宅団地開発状況』 

より土居作成 



(4)シングル女性の住宅事情 
「国勢調査」「住宅・土地統計調査」「家計
調査」などのデータだけでは，シングル女性
の住宅事情をあきらかにすることは困難で
あった。しかし①若年・中年の単身女性も多
く，とくに都市部で多い，②単身女性と単身
男性とでは住宅所有形態が異なり，女性は男
性より若い年代から持家世帯率が上がりは
じめる，③都市別にも違いがみられ，大都市
のなかでも，福岡市では賃貸住宅に住むシン
グル女性の比率が高い(図２参照)ことがあ
きらかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２単独世帯の性別・年齢階層別持ち家世帯率(都市別)   

（1998(平成10)年 住宅・土地統計調査より作成） 

 
(5)シングル女性の居住実態と居住ニーズ 
 シングルが７割を占める福岡市博多部の
ワンルームマンション(悉皆)6,270戸を対象
に居住実態と居住ニーズ調査を実施した
(2007.12)。457票（シングル女性215，男性
122）を回収し，シングル女性の居住実態と
ニーズを年齢層別に分析できたことの意義
は大きい。 
①シングル層にも毎日自炊をし，掃除・洗
濯・ゴミ出しなどの生活を大切にして暮らし
ている人たちが多かった。なかでも女性は年
代が上がるほど生活を大切にしていた。シン
グル女性の賃貸住宅居住を一過的・過渡的な
ライフスタイルばかりだとはとらえない居
住政策が求められる。②住情報認知度や居住
ニーズも，男性より女性，女性は年代が上が
るほど高かった。居住支援の重要性が指摘で
きる。③近隣付き合いや地域行事には参加し
ていない，市政だより･回覧板さえ閲覧でき
ていないのが実情であった。しかし地域の

人々と繋がりながら暮らしたいというニー
ズがみられ「老若男女が利用できるような情
報プラザ的なもの」の提案もあった。具体化
が望まれる。 
生活者として定着するシングル層も多く，
地域づくりの主体として位置づけ，シングル
向け賃貸住宅を地域の住宅需給構造のなか
に位置づける，地域居住政策の大切さが指摘
できる。また，高優賃（高齢者向け優良賃貸
住宅制度）にならって「シングル向け優良賃
貸住宅制度」など（「住宅の質向上のための
政策誘導」をする制度）の検討が指摘できる。
また，賃貸住宅市場にも直接働きかける施策
も必要かもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図３ 西日本新聞(2008.1.7.) 

 
(6)大分市郊外住宅団地居住者の居住実態と
居住ニーズ 
 地方都市の郊外住宅地は，のびやかにゆっ
たり暮らす住宅地づくりの可能性をもった
「活用型郊外住宅地」である。①地方都市の
郊外住宅地は，居住者の高齢化が進み，相続
だけによる居住の継続はおぼつかなくなっ
ている。しかし，図４に示すとおり，②隣地
であれば購入したいという人もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 年代別空き地の購入希望の有無(Ｍ団地) 

 
③活用型の郊外住宅地は，若い子育て期の
世帯とのソシャルミックスを進め，空地や空
家を共同利用していく可能性を秘めた住宅
地である。④空地や空家が発生したときの使
用計画や管理の主体について，共同利用の志
向が半数に及んでいる(図５参照)。 
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図５ 近隣空地･空家の利用計画･管理主体希望(Ａ団地) 

  
居住者によるまちづくりの可能性を読み
とることができた。そのために，住み替え支
援システムやリバースモーゲッジなどの，ソ
シャルミックスの仕組づくりが急がれる。 
 
(7)松山市の大規模郊外住宅地の共用施設と
住環境の評価 
 地方都市郊外住宅地が持続的に発展・維持
されるには，①交通問題の解決，生活施設の
充実（含む高齢化への対応），住宅及び住宅
地の管理と運営が大きな課題である。将来の
高齢化を考えると交通の利便性と同時に，歩
いて暮らせる街への転換も検討する必要が
ある。②生活施設の充実は周辺環境の整備と
合わせて重要である。福祉・医療施設は周辺
地域と連携したネットワークの構築も考え
られねばならない。③同時に，住宅及び団地
全体の維持管理が欠かせない。ハード・ソフ
トの両面からの管理運営体制の構築が急務
である。サークルや環境改善活動はそうした
ものの可能性を広げており，豊かな自然環境
の中での暮らしを継続していく意図として
も受け止められる。 

図６ 住宅地の評価(松山市Ｙ団地) 

 
(8)住生活力育成のための学習プログラム 
多様なライフスタイルに関する議論も広
がり，具体的な事例も増えてきた。しかし，
制度をふくめて情勢が急速に変容している
ので，情報を入手するのも難しい。なかでも，
健康面でも経済面でも一定程度自立的に生
活している多くの人たちは「漠然とした」不

安を抱いていただけで，個人的な対応しかイ
メージできなかった。そこで，放送大学で，
高齢期の多様な住まい方について，具体的に
紹介し「高齢期をだれと，どこで，どのよう
に暮らすか」のワークショップを実施した。 
①高齢期にどのような住まい方をしたい
かを全員でディスカッションし，キーワード
「シニアタウン」「一戸建てコーポラティブ」
「コレクティブハウジング」を導き出した。   
 ②それぞれ４～５名のグループに分かれ
ポストイット黄に「よいところ」，ピンクに
「こうなるとうれしい」を書いていった。 
③ＫＪ法でポストイットをまとめながら
模造紙に整理していった。 
④どのグループも，だれかとつながり合い，
支え合いながら生きていく高齢期の住生活
がイメージできるようになった。自立と共生
の高齢期の住生活像である。 
多くの具体的な事例を学びながら，自立と
共生の想いを確認し，ワークショップのかた
ちで深め合い表現することができた。共生的
な地域づくり，ソシャルミックスの地域再生
視点が育っていくプロセスでもあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７「シニアタウン」のプレゼンテーション 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８「一戸建てコーポラティブ」のプレゼンテーション 
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図９「コレクティブハウジング」のプレゼンテーション 

 
まとめ 
新しい住生活基本計画における地域再生
の最大課題は，「国民の価値観・ライフスタ
イル・家族形態の多様化」にもとづく「国民
の居住ニーズの多様化・高度化」に対応する
ことである。しかし，これまでの地域性を生
かした住教育研究では，地域特性の見なおし
や地域住民の主体的参加の手だてについて
は一定の効果を上げたが，国民の価値観・ラ
イフスタイル・家族形態の多様化にもとづく
国民の居住ニーズの多様化・高度化に対応す
る住まい学習研究は，残された課題となって
いる。なかでも「シングル居住」「自立した
高齢者」の住まい方をふまえた学習プログラ
ムの開発はまだほとんど進んでいない。 
 そこで，これまでの住教育研究に，ライフ
スタイルの多様化への対応の視点を加えて，
ライフスタイルをデザインする力（だれと，
どこに，どのように住みたいか）を軸とする
住生活力育成のための市民参加型学習プロ
グラムを完成しようと考えた。 
 
以下の調査結果をふまえ，ワークショップ
をふくむ学習プログラムを構想，実践した。 
(1)都道府県・政令市の「住生活基本計画(住
宅マスタープラン)」における住教育・住ま
い学習について調査した。少子高齢化への対
応をうたい「多様なライフスタイルへの対
応」に関する項目が記載されていたが，「子
育て支援対応」と「高齢世帯対応」に集中し
ており，働く若・中年シングルの居住支援や
住教育や住情報の構想は脆弱であり，活動も
低調であった。福祉・セーフティネットの視
点以外で，高齢期の住生活を考える視点もほ
とんどみられなかった。 
(2)「国勢調査」「消費実態調査」「住宅(土地)
統計調査」「住宅需要実態調査」などから，
ライフスタイルの多様化の実態を整理し，シ
ングル女性と郊外住宅地居住者の居住実態
と居住ニーズを調査した。以下の点があきら
かになった。①生活者として定着するシング

ル層も多く，地域づくりの主体として位置づ
け，シングル向け賃貸住宅を地域の住宅需給
構造のなかに位置づける，地域居住政策の大
切さが指摘できる。②地方都市の郊外住宅地
は，のびやかにゆったり暮らす住宅地づくり
の可能性をもった「活用型郊外住宅地」であ
る。③地方都市郊外住宅地が持続的に発展・
維持されるには，交通問題の解決，生活施設
の充実（含む高齢化への対応），住宅及び住
宅地の管理と運営が課題である。 
 
これらの結果をふまえ，高齢期の多様な住
まい方について「高齢期をだれと，どこで，
どのように暮らすか」のワークショップを実
践した。 
ワークショップをふくむ学習プログラム
はひとつの試みであったが，自立と共生の住
生活像を，そしてソシャルミックスのライフ
スタイル像・地域再生像を築いていく住生活
力育成の課題に近づくことができた。シング
ル層への学習プログラムの実施は今後の課
題であるが，こうした活動を，学校教育はも
ちろん，地域やいろいろな場に広げていけた
らとねがっている。 
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